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Features and technologies to produce hydrogen using nuclear energy are reviewed. For the 

world under constraint of environment and resource, the sustainable bulk supply capability is 

one of the important features of producing hydrogen as well as generating electricity from 

nuclear energy. Production technologies, such as the electrolysis of water by nuclear electricity, 

thermochemical decomposition of water by nuclear heat, and nuclear-heated steam reforming 

of natural gas, are under development in Japan and other countries. Cost competitiveness of 

nuclear production is one of the issues to be solved for commercialization, although 

nuclear-produced hydrogen is economically advantageous to fossil-derived hydrogen when 

compared by the total cost incorporating the green house gas effect by carbon dioxide emission. 

These hydrogen production technologies and also the nuclear reactors to supply energy to 

them are in differing stages of development. It is technologically possible to produce hydrogen 

at present using the nuclear electricity from Light-Water Reactors and the conventional 

electrolysis. Hydrogen production through nuclear-heated steam reforming of natural gas is 

viewed as an intermediate step to the ultimate target of clean and efficient hydrogen 

production by thermochemical decomposition of water by nuclear heat. 
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１、緒 言 

 

 一次エネルギーに占める電力生産の割合は現在、世界全

体で約30％、将来は約50％が見込まれているが、残りは

非電力の用途である。この非電力のエネルギー・キャリア

ーとして理想的な水素の生産にも、原子力エネルギーの利

用が検討され、各国で研究開発が始まっている。 

 原子力を水素生産に利用する特長は次の３点である。 

①持続的大量供給可能性 

②二酸化炭素排出抑制可能性 

③エネルギー・セキュリティ 

 持続的供給と排出抑制を満たす電力・水素の生産手段は

原子力と再生可能エネルギーであるが、多くの国・地域が

必要とするエネルギー密度を考慮すると原子力は再生可

能エネルギーより優れている。米国エネルギー省（DOE）

の写真（図1）に示すように、原子力は密度の高いエネル

ギー源であり、水素の大量・基幹的供給に適している。エ

ネルギー目的の水素の生産には、将来、原子力発電に匹敵

する量の原子力利用が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1. 水素：輸送のための原子力（米DOE資料から） 

「1 ポンドの原子燃料はガソリン25 万ガロン相当の水素
を炭酸ガス排出なしで生産する」 

 

 

２、原子力による電力・水素の持続的大量供給の可能性 

 

世界エネルギー協議会（WEC）の予測によると、世界の

一次エネルギー需要は、中庸的なMiddle course の場合、

2100年には1990年の約４倍に増加し、そのうちの24%を
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原子力による電力生産に期待している [1]。これは設備容

量にすると、100万kWプラント約5,200 基に相当する。

原子力によるエネルギー供給可能量の評価ではこの発電

用燃料の持続的供給は、図２にしめすように、増殖率1.2

～1.3 の高速増殖炉（FBR）によるプルトニウム・リサイ

クル利用を2030～2050年に導入すれば、陸上ウランの究

極資源16.3 Mton（OECD／IAEA, 1997）の範囲内で可能で

ある[2]。 

 地球規模の経済・エネルギー・環境総合解析モデルによ

る計算では、例えばFBRと化石燃料の組合せの水蒸気改質

法よる水素生産を想定した場合に、二酸化炭素濃度の安定

化の条件下では21世紀後半には原子力による水素が最終

エネルギーの約1/4を占める結果が出されている[3]。こ

のようなケース、すなわち原子力により電力・水素の両方

を持続的・大量供給するケースは、FBRによるプルトニウ

ム・リサイクル利用を最適化することにより、原子力によ

るエネルギー供給量を2050年にWECの1.7倍、2100年に

は同2.5 倍まで増加できるので（図2）、この増加分を水

素生産に当てることで可能と考えられる。 

 現在の化石燃料ベースの流体燃料を原子力による水素

に転換することは、後述するいずれの生産方法を使用して

も二酸化炭素の排出を大幅に抑制することができ、地球環

境への効果は大きい。 

 

図2. 原子力によるエネルギー供給量 

パラメーター （例）FBR2030-1.3 ＝ FBR導入2030年・

増殖率1.3 

WEC-B（参考） ＝ WECの原子力供給予測値(Middle course) 

 

３、原子力による水素--これまでの研究・経緯 

 

 エネルギ-・キャリア-としての水素を原子力により製造

する構想は1970年代より提唱され、石油ショックの後に

熱化学法を中心に多くの製造プロセスが検討された。この

方法が原子炉による高温を利用することから、研究は主と

して高温ガス冷却炉の利用の一環として行われてきた。初

期の頃の原子力利用の研究としては、日本では 1973～80

年の「原子力製鉄プロジェクト」の中で、西独では 1972

～86 年の「原子力エネルギー長距離輸送プロジェクト」

の中で、メタンを原子力熱で水蒸気改質して水素を製造す

る研究が行われた。これらの研究はその後終息したが、日

本では原研が高温ガス炉利用の現在のプロジェクトへと

継続的に研究を実施している。これらの成果や技術の展望

は、IAEAから1999年に刊行された報告書「エネルギー・

キャリアーとしての水素とその原子力による生産」[4]に

詳述されている。 

 炭酸ガスを排出しないエネルギーの重要性が認識され

てくるとともに原子力による水素生産への関心が高まり、

2000 年には経済協力開発機構・原子力機関（OECD/NEA）

が原子力水素生産に関する第１回の情報交換会議を開催

した。この会議には9ヶ国、3国際機関が参加し、21世紀

のエネルギー展望における水素エネルギー、原子力による

水素生産の技術、研究開発の状況などについて情報交換を

行った[5]。 

 日本では、「原子力水素研究会」（事務局：エネルギー総

合工学研究所）が2001年に設立され、国内の原子力、電

機、化学、石油、電力、ガス、鉄

鋼、建設などの企業のほか、研究

所、大学など30機関から40名が

参加して、情報交流・技術現状評

価を行っている。同研究会は、こ

の分野の展望・解説書「原子力に

よる水素エネルギー」 を2002年

に刊行した[6]。現在、研究会参

加機関などにおいて、原子力水素

生産に関する研究・開発・設計な

どが開始されている。日本におけ

る原子力水素関係の主な機関と

その研究を表1に示す。 

 学会関係では、日本原子力学会

が2001年および2002年の年会で
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原子力による水素生産に関わる世界のエネルギー展望、国

内の研究開発について総合報告セッションを開催した。ま

た、2002年12月には日刊工業新聞、原子力産業会議、日

本原子力研究所などの主催で「クリーン＆クリーン：水素

エネルギー社会と原子力」シンポジウムが開催され、政・

産・学の各界代表による講演・討論が行われた[7]。 

 

表1. 原子力水素関連研究を実施している主な機関 

原研 

高温工学試験炉（高温ガス炉）建設・運転 

水蒸気改質水素製造装置炉外試験 

IS熱化学法水素製造実験 

サイクル機構 

硫酸ハイブリッド水素製造実験 

東工大 

多目的高速炉水素製造プラント設計 

電中研 

放射線機能触媒ハイブリッド水素製造実験 

三菱重工・新型炉開発・ほか 

メンブレンリフォーマー・プロセス開発 

高速炉・メンブレンリフォーマー・プラント設計 

東芝 

軽水炉加熱・DME 水蒸気改質水素製造研究 

 

 2002年に成立した「エネルギー政策基本法」の第12条

の規定に基づく「エネルギー基本計画」は、経済産業省の

総合資源エネルギー調査会基本計画部会で審議され、パブ

リックコメントを経て、2003年10月に閣議決定・国会報

告・公表された。 この中で、水素供給における原子力の

位置づけについて、「水素エネルギー社会の実現に向けた

取り組み」の節に次のように示されている。 

「水素は利用段階ではゼロエミッションのエネルギー媒

体であるものの、化石燃料から水素を製造する場合には

二酸化炭素等が排出されることとなるため、化石燃料の

改質による水素製造技術の改善を進める。また、製鉄所

の副生ガス等の副生水素の活用、将来的には、二酸化炭

素を極力排出しない手段、例えば、原子力や太陽光、バ

イオマスを活用した水素の製造等、化石燃料に依存しな

い水素の製造が実用化されることが期待される。」 

 米国では、DOE が 2000 年に「原子力研究イニシャティ

ブ」（NERI）に3件の原子力水素関係のテーマを採択して

おり、この頃から大学、研究所ではこの分野の研究が活発

化していた。米国原子力学会も2001年の年会では、プレ

ナリー講演、会長特別セッション、パネル討論などで原子

力水素生産のテーマを取り上げて集中討議をしている。 

 DOE では原子力による水素生産は原子力部門が担当し

ており、一方、水素生産利用の研究・開発・実証全般はエ

ネルギー効率・再生可能エネルギー部門が管轄している。

DOE は 2002 年に化石エネルギー部門などが行っているも

のも含めて水素関係の研究・開発・実証を一体化し、水素

の生産から利用までを含めた統合水素計画として強力な

推進体制を構築した。この計画では、水素の生産（化石燃

料、原子力、再生可能エネルギー）、配送、貯蔵、変換、

利用、規格・基準のそれぞれにマイルストーン年次の達成

目標を設定し、ロードマップを作成して推進している。 

 この統合水素計画のもと、「原子力水素イニシャチブ」

（Nuclear Hydrogen Initiative）が2002年11月から開

始された。その目標として、水素生産・改良型発電コジェ

ネプラントNGNP（Next Generation Nuclear Plant）を建

設して、2016 年に原子力起源の水素の商用規模生産の実

証を計画している。このための予算として、2004 年度に

は15 M＄を計上している。 

このような米国の原子力利用水素計画は、国家戦略と

して輸入石油依存から脱却し水素を輸送用燃料などに使

用する「水素エネルギー社会」実現への政府の取り組みを

反映したものである。すなわち、2002年１月のDOE・ビッ

グスリー自動車メーカー共同の水素燃料電池車開発プロ

ジェクト「フリーダム・カー計画」、2003年１月の大統領

一般教書で発表した水素燃料生産プロジェクト「フリーダ

ム･フューエル計画」に拠っている。この計画では、水素

を国内の一次エネルギー資源から生産する方針で、先ず天

然ガス、将来はバイオマス、石炭、原子力などを利用する

としている。 

 なお、2003年 3月にCraig上院議員が提案した「新型

炉水素コジェネプロジェクト」（Advanced Reactor 

Hydrogen Co-Generation Project）は、上記のDOEの予定

をさらに短縮するものとして、注目されている。これは、

上院のエネルギー法案に含められたが 7 月に審議未了と

なり、その後上下両院の協議で作成されたエネルギー法案

（Energy Policy Act of 2003）に含まれて、両院で審議

が進められ、2003年11月末現在下院は可決したが上院で

は法案の他の条項に関わる論議から可決に至ってない。 

 Craig 提案は、電力・水素のコジェネプラントを 2010

年までに開発・設計・建設・運転するもので、2010 年時

点では、電力または水素のどちらかを生産することとして

いる。プロジェクトの運営はDOE、サイト準備・実施はア

イダホ国立工学環境研究所（INEEL）、プロジェクトの産業

界のリードは米国ベースの会社としている。予算は 2005
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年から 2008 年までの R&D 費 600 M$（2008 年以降の R&D

費は必要額）、プラント建設費500 M＄など、合計1135 M$+

アルファの規模としている。 

 国際的な動きとしては、日、米、仏、英など10ヶ国に

よる「第4世代原子力システム国際フォーラム」（GIF）の

中での原子力水素に関する研究協力がある。GIFは次世代

原子力システムの国際協力による研究開発計画で、先進国

のみならず途上国への導入も視野に入

れ、発電、水素生産、海水淡水化、熱

利用などの用途を含んだものである。

このシステムが持つべき特長として、

持続可能性、経済性、安全性・信頼性、

核拡散抵抗性を挙げており、これらの

目標に合致した研究開発国際協力の対

象システムとして、2002年に6炉型を

選んだ。その一つの超高温ガス炉は水

素生産を主目的としており、その国際

共同検討が進んでいる。GIFが選んだ6

炉型のうち残りの3炉型（ガス高速炉, 

鉛高速炉, 溶融塩炉）は発電および水

素生産に利用、2炉型（超臨界水炉, ナ

トリウム高速炉）は発電利用としてきたが、最近はこの2

炉型でも水素生産を視野に入れており、選択された6炉型

すべてで水素生産の検討が行われている。 

 2003 年に入ってから、原子力、機械工学、

化学工学などの分野で原子力水素関係の国

際会議、セッション、セミナーなどが多く企

画・開催されている。主なものとしては、4

月のニューオーリンズでの米国化学工学学

会年会、4 月の東京での日本機械学会

ICONE-11国際会議、6月のサンディエゴでの

米国原子力学会年会、9 月の京都での地球環

境・新型原子炉国際会議 GENES/ANP、9 月の

ボストンでのMIT「原子力と水素エネルギーに関するシン

ポジウム」、10 月のアルゴンヌでのOECD/NEA 第２回原子

力水素生産情報交換会議、11 月のニューオーリンズでの

GLOBAL-2003国際会議などで、多くの研究発表、意見交換

が行われている。 

 

４、原子力による水素製造方法 

 

原子力利用の水素製造の主な方法としては、(1) 原子

炉（発電）と水の電気分解法を組み合わせる「電解法」、

(2) 原子炉（熱）と水の高温熱化学分解法を組み合わせる

「熱化学法」、(3) 原子炉（熱）と化石燃料の水蒸気改質

反応法を組み合わせる「原子力加熱・化石燃料水蒸気改質

法」、が挙げられる。（図3および表2） 

 

図3. 原子力から水素を製造する主な方法 

 

表2. 原子力による主な水素製造方法 

 

 (1) 電解法 

 原子炉（発電）と水の電気分解を組み合わせる電解法は、

原子力発電と水の電気分解の両方とも技術的に実用レベ

ルにあるので、この組み合わせによる水素製造は現状技術

で可能である。原子炉の発熱量と生成した水素の熱量の比

で表わした原子炉熱の水素熱転換効率は、この場合、発電

効率（軽水炉では約32%）と電解効率（アルカリ水電解で
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は約80%）を総合して現在は25%程度と見込まれている。

将来、高温炉による発電効率の上昇と固体高分子水電解に 

よる電解効率の上昇により 40%以上の高効率も期待され

る。さらに、固体酸化物電解により高温水蒸気のエンタル

ピー利用の高温水蒸気電解法が実用化されるとさらに

数％の効率向上が期待される。 

 原子力発電比率が高い場合、オフピークの電力を利用し

た電解法水素は化石燃料起源の水素とコスト的に競合の

可能性がある。 

(2) 熱化学法 

 水の高温熱化学分解法は、原子炉の熱を直接的に水の熱

化学分解に利用するので原子炉熱の水素熱転換効率とし

て50%以上が期待され、原子力水素製造の究極的な方法と

考えられている。2500℃以上の高温における水の熱分解は

理論的には考えられるが、実用的には幾つかの化学反応を

組み合わせてサイクルにし 1000℃以下の温度で水の分解

を行わせる熱化学法が用いられる。この熱化学法について

はこれまで多くの研究が行われ 100 以上のサイクルが提

案されている[8]。この中で現在有力と考えられているの

は、HI、硫酸などを使用するIodine-Sulfur(IS)法と、Ca、

Br、Feなどを使用するUT-3法およびその改良法で、いづ

れも750から800℃以上の温度を必要とする。 

この分野では、原研が高温ガス炉およびそれと組み合

わせるIS法の研究開発を実施してきており[9]、世界をリ

ードしている 。フランス、米国でも、高温ガス炉と熱化

学法の組み合わせが研究されている。 

最近は、高速炉による水素製造を目的とするナトリウ

ム冷却材温度（600℃以下）での熱化学プロセスの研究が、

サイクル機構[10]、米国ANL[11]などで進められている。 

(3) 原子力加熱・化石燃料水蒸気改質法 

 これは、原子炉からの熱を天然ガスなどの化石燃料の水

蒸気改質反応（吸熱反応）に与え、化石燃料の持つ化学結

合エネルギーをフルに水素生成に利用する方法で、同一水

素製造量で化石燃料の使用量を約30%節減できる。化石燃

料と原子力の両方を利用する方法なので、協働法

（Synergistic method）または共生法（Symbiotic 

method）とも呼ばれている。例えば、天然ガスの水蒸気改

質反応（下式）に必要な吸熱を原子炉から供給することに

より、加熱のための燃料の燃焼分が節減できる。 

CH4 + 2H2O --> CO2 + 4H2 -165 KJ/mol 

 この場合に水素と共に生成される炭酸ガスの分離は燃

焼ガスからの分離より容易であり、将来の炭酸ガス固定に

よる排出抑制にも有利になる。水のみを原料とする他の方

法と異なり化石燃料を使用するが、その使用量を節減でき

るので化石燃料と原子力によるエネルギー供給が共存す

る時期には環境と資源の保全に効果的な方法と考えられ

る。 

 

図4. 高温工学試験炉による水素製造実証 

天然ガス水蒸気改質、2008年に試験予定[12] 

 

 

 水蒸気改質反応は通常、750℃から1000℃の温度で行わ

れる。原研では先ずこの方法で高温ガス冷却の原子力プラ

ントと化学プラントの結合の技術実証をする予定で準備

を進めている（図4）[12]。同じ水蒸気改質反応だが、反

応域に水素透過性の良いパラディウム合金などの膜を置

いて水素を分離する透過膜改質（メンブレンリフォーマ

ー）方式により600℃以下の温度で水素を製造する方法が

開発されており[13]、東京ガスは2003年12月にこの方式

の水素製造装置を東京千住の実証用水素ステーションに

設置する。この膜改質方式と原子力との組み合わせには、

三菱重工・新型炉技術開発などによるナトリウム冷却炉・

天然ガス膜改質方式の設計研究がある（図5）[14]。 

 

図5. 高速炉･天然ガス膜改質水素プラント概念[14] 
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これらの方法が実用化すると、600℃以下の中温を利用す

るのでFBRでの水素製造が可能になる。化石燃料として、

天然ガスのみでなく、石油、石炭を使用する方法について

も検討が行われている[15]。 

以上の方法は、使用する原子力のエネルギー形態（電

気、熱）、原子炉の温度レベル、炉型などが異なり、また

実用化時期と実用化時のエネルギー利用効率、製造コスト

など、それぞれ特徴、得失がある。 

 表3に、これらの水素製造方法における原子炉熱量に対

する生成する水素熱量の比（原子炉熱の水素熱転換効

率、％）の概略値を示す。また、天然ガス水蒸気改質法に

関しては、天然ガス燃焼加熱と原子炉加熱の場合について

使用する天然ガス熱量に対する生成する水素熱量の比（天

然ガス熱の水素熱転換効率、％）の概略値を示す。 

 

表 3. 生成する水素の熱量と原子炉熱量および化石燃料

熱量との比＝熱転換効率（%）   

（＊水素透過膜改質法、原子炉熱利用効率60%の場合） 

 

５ 原子力からの水素 -- 今後の課題と対応 

 

競合可能な実用性・経済性  

 原子力による水素の生産方法は他のエネルギーからの

生産方法と競合可能な実用性、経済性を有する必要がある。

このためには、生産プラントの信頼性、耐久性も重要であ

る。 

 原子力による水素のコスト試算としては、原研が高温ガ

ス炉利用の場合について各種方法を比較評価したものが

ある[16]。それによると、通常の天然ガスの水蒸気改質法

によるものを１として、原子力によるものは0.9 から2.5 

の値になっており、協働法のみが競合可能な範囲に入って

いる。 

 原子力によるエネルギー供給では環境に対する影響が

小さいので、二酸化炭素の影響を含めた全コストで比較す

ると上記と同じ比較で0.7 から1.1 となり、原子力によ

る方法は通常の天然ガス水蒸気改質法と競合可能となる。 

 この分野では最近国内外での研究開発と技術協力・交流

が加速されつつあるので、国内・国際間の協調と競争を通

じた技術革新による経済性向上が期待できる。 

 

表4. 原子力水素の天然ガス水素とのコスト比較[16] 

高温ガス炉 (50% 熱効率)、全コスト＝内部コスト＋外部コスト、

炭酸ガス処理費 = 21円／Kg CO2 

市場からの要請に応え得る生産規模 

 原子力による水素生産の規模は市場からの要請に応え

得るものである必要がある。わが国の乗用車の燃費および

走行条件

では、100

万 kWe 発

電プラン

トの電力

から電解

法で水素を生産すると、原子炉熱の水素熱転換効率＝25%

として、平均的走行の燃料電池車（FCV）約180万台へ燃

料供給ができる。わが国のFCV の 2020年導入目標約500

万台（乗用車）に対する必要水素燃料は100万kWeの原子

力発電所3基により供給することができる。 

 熱化学法では水素製造効率がこの2倍の50%になるとし

て、電解法の半分の規模の原子炉からの熱により同量の水

素生産が可能である。原子力と化石燃料による協働法によ

る水素生産では、原子炉からの熱は補助的に使用されるの

で、電解法の場合より１桁小さい熱出力の原子力プラント

で同量の水素の生産ができる。 

 水素エコノミーが成熟するまでの間は、末端需要への供

給インフラの整備状況によもよるが、水素ステーションで

電解する方法か、あるいは小型の原子力プラントの方が市

場の要請に応じやすい。石油精製などの大口の水素需要に

対しては、現在の大型原子力プラントの規模で対応できる

と考えられる。 

 水素のパイプラインなどの供給インフラが整備される

水素製造方法 

エネルギー源 
原子炉 

発電 

原子炉 

発電・高温加熱 

原子炉 

高温加熱 

原子炉 

中温加熱＊ 

天然ガス 

燃焼加熱 

原料 水 水 水 天然ガス・水 天然ガス・水 

方法 電気分解 電気分解 熱化学分解 水蒸気改質 水蒸気改質 

熱転換効率 

[%] 

水素熱量 

原子炉熱量 
25～45 % 50 % 55 % 350 % -- 

水素熱量 

天然ガス熱量 
-- -- -- 120 % 90 % 

 内部コスト 

（相対値） 

全コスト 

（相対値） 

天然ガス燃焼 

水蒸気改質 
1.0 1.0 

水・電気分解 2.5 1.1 

水・IS法熱化学分解 1.5 0.7 

原子力加熱天然ガス

水蒸気改質 
0.9 0.8 
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水素エネルギー実用時には、原子力はその大量エネルギー

供給の特長を生かして、オフサイト（生産地）水素製造と

オンサイト（需要地）電解のための発電の両方の供給役割

を担うと考えられる。 

持続的大量供給の条件 

 大量のエネルギーの持続的供給可能性は原子力の利点

である。ただし、今後50 年以上の期間を考えると、前述

のように原子燃料のリサイクル利用が必要である。それ故、

FBRによる燃料リサイクル方策の確立と、その核不拡散性

との両立が原子力による持続的大量供給の前提条件とな

る。 

生産プラントの安全性 

 原子力水素生産プラントの安全性は電解法のように原

子炉プラントと水素プラントが分離したものでは、それぞ

れのプラントの安全を独立に確保する方策がとられる。 

 熱化学法や協働法のように原子炉プラントと化学プラ

ントの複合プラントでは、連結部分に起因するエネルギー

的、機械的、物質的事象の安全性への影響を検討しておく

必要がある。基本的には中間系統を設けることにより、原

子炉系統との直接的な相互作用を分離し、原子炉プラント

部分と化学プラント部分にこれまでの安全の考え方を適

用することで対応する方向が検討されている。このような

原子力・化学複合プラントを対象とした定量的安全評価に

もとづく合理的な安全論理の構築は重要である。 

社会的受容性 

 水素エネルギーが将来の輸送用エネルギー・キャリアと

して受け入れられるとしても、原子力を利用するその生産

手段が社会に受け入れられるためには、原子力利用が環

境・資源などの面から社会にとってベネフィットがあるこ

とを理解される必要がある。 

 そのためには開発と並行して、生産から消費にわたる関

係者が参画した評価・決定のプロセスをとるなどして進め

ることが重要である。すなわち、現段階から原子力-水素

について、技術開発者、生産と利用に関係した業界、パブ

リック、国、地方自治体などの政策・行政レベルも含めて、

リスク・コスト・ベネフィットを評価・検討し、意志決定

していく段階的なプロセスにより進めることが必要であ

ろう。 

開発パートナー 

 石油精製における水素の需要増の見通し、原子力・化学

複合プラントの技術開発などから、今後の原子力水素生産

プラントの開発における原子力・電力・電機業界のパート

ナーとして、石油業界・ガス業界、化学業界などが考えら

れ、これらの業界との協働的、共生的な取り組みは重要で

ある。 

 

６、結 言 

 

原子力による水素生産の実用化はどのように進められ

るであろうか？ 現時点（2000年代）では、軽水炉発電と

水の電気分解の組み合わせが技術的に実用レベルにある

が現在の電力価格では割高なので、電力に余剰のあるオフ

ピ-クの原子力電力の利用から始めることになる。中期的

（2010 年代）には、ナトリウム冷却FBR と透過膜水蒸気

改質反応との組み合わせが技術的に可能となる。また、高

温ガス炉と高温水蒸気電解法との組み合わせも有望であ

る。長期的（2020 年代）には、水を原料として炭酸ガス

排出がなく効率的に水素製造が出来る熱化学法の実用化

が期待される。 

米国では原子力による水素生産を水素エネルギー開発

利用の全体計画に統合し政策的に推進しつつある。我が国

にとっても、原子力による水素供給は21世紀の環境対策

を含めた国のエネルギー戦略として長期エネルギー政策

上重要な選択である。これらの技術開発および産業化が、

水素エネルギー社会の基盤、環境、インフラの整備ととも

に、国の長期エネルギー計画・政策に組み入れられて推進

されることが望まれる。 
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